
市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第

１号通所事業に要する費用の額及び規則第３条第３項の第１号事

業支給費の額等の算定に関する基準の一部を改正する基準  

 

市川市介護予防・日常生活支援総合事業の第１号訪問事業及び第１号通所事

業に要する費用の額及び規則第３条第３項の第１号事業支給費の額等の算定に

関する基準の一部を次のように改正する  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線

で示すように改正する。  

改   正   前 改   正   後 

⑴・⑵ （略） 

⑶ 前２号の規定により第１号訪問事業及

び第１号通所事業の実施に要する費用の

額を算定した場合において、その額に１

円未満の端数があるときは、その端数金

額は切り捨てて計算するものとする。 

⑷ （略） 

⑸ 市は、次のいずれかに該当する場合に

おける前号の規定の適用については、同

規則第４条及び前号中「１００分の９０」

とあるのは「１００分の９０から１００

分の１００までの範囲内の割合」とする

ことができる。 

 ア 居宅要支援被保険者が受けた介護保

険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第８条の２第１項に規

定する介護予防サービス（これに相当

するサービスを含む。）若しくは 地域

密着型介護予防サービス（これに相当

するサービスを含む。）に要した費用と

居宅要支援被保険者等が法第１１５条

の４５第１項第１号に規定する第１号

事業に要した費用の合計額が、著しく

高額であるとき。 

 

イ 居宅要支援被保険者 に係る健康保

険法（大正１１年法律第７０号）第１

１５条第１項に規定する一部負担金等

⑴・⑵ （略） 

⑶ 前２号の規定により第１号訪問事業及

び第１号通所事業 に要する費用の額を

算定した場合において、その額に１円未

満の端数があるときは、その端数金額は

切り捨てて計算するものとする。 

⑷ （略） 

⑸ 市は、次のいずれかに該当する場合に

おける前号の規定の適用については、同

規則第４条及び前号中「１００分の９０」

とあるのは「１００分の９０から１００

分の１００までの範囲内の割合」とする

ことができる。 

 イ 居宅要支援被保険者が受けた介護保

険法（平成９年法律第１２３号。以下

「法」という。）第８条の２第１項に規

定する介護予防サービス（これに相当

するサービスを含む。）若しくは法第８

条の２第１２項に規定する地域密着型

介護予防サービス（これに相当するサ

ービスを含む。）に要した費用と居宅要

支援被保険者等が法第１１５条の４５

第１項第１号に規定する第１号事業に

要した費用の合計額が、著しく高額で

あるとき。 

ロ 居宅要支援被保険者等に係る健康保

険法（大正１１年法律第７０号）第１

１５条第１項に規定する一部負担金等



改   正   前 改   正   後 

の額（同項の高額療養費が支給される

場合にあっては、当該支給額に相当す

る額を控除して得た額）その他の医療

保険各法若しくは高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）に規定するこれに相当する額とし

て法第６１条の２第１項に規定する政

令で定める額の合計額とアに規定する

合計額との合計額が、著しく高額であ

るとき。 

ウ （略） 

⑹～⑻ （略） 

 

別表 

第１号訪問事業支給費及び第１号通

所事業支給費単位数表 

１ 第１号訪問事業費（１月につき） 

イ 第１号訪問事業費(Ⅰ)１,１７２単

位 

ロ 第１号訪問事業費(Ⅱ)２,３４２単

位 

ハ 第１号訪問事業費(Ⅲ)３,７１５単

位 

注１ 利用者に対して、指定第１号訪問

事業所（市川市介護予防・日常生活

支援総合事業の第１号訪問事業及び

第１号通所事業に係る人員、設備及

び運営並びに第１号訪問事業及び第

１号通所事業に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準

（平成２８年告示第１０９号。以下

「総合事業人員等基準」という。）第

２条第３号に規定する指定第１号訪

問事業所をいう。以下同じ。）の訪問

介護員等（総合事業人員等基準第６

条第１項に規定する訪問介護員等を

いう。以下同じ。）が、指定第１号訪

問事業（総合事業人員等基準第２条

第３号に規定する指定第１号訪問事

業をいう。以下同じ。）を行った場合

に、次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ所定単位数を算定する。 

の額（同項の高額療養費が支給される

場合にあっては、当該支給額に相当す

る額を控除して得た額）その他の医療

保険各法若しくは高齢者の医療の確保

に関する法律（昭和５７年法律第８０

号）に規定するこれに相当する額とし

て法第６１条の２第１項に規定する政

令で定める額の合計額とアに規定する

合計額との合計額が、著しく高額であ

るとき。 

ハ （略） 

⑹～⑻ （略） 

 

別表 

第１号訪問事業支給費及び第１号通

所事業支給費単位数表 

１ 第１号訪問事業費（１月につき） 

イ 第１号訪問事業費(Ⅰ) １,１７６

単位 

ロ 第１号訪問事業費(Ⅱ) ２,３４９

単位 

ハ 第１号訪問事業費(Ⅲ) ３,７２７

単位 

注１ 利用者に対して、指定第１号訪問

事業所（市川市介護予防・日常生活

支援総合事業の第１号訪問事業及び

第１号通所事業に係る人員、設備及

び運営並びに第１号訪問事業及び第

１号通所事業に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準

（平成２８年告示第１０９号。以下

「総合事業人員等基準」という。）第

２条第３号に規定する指定第１号訪

問事業所をいう。以下同じ。）の訪問

介護員等（総合事業人員等基準第６

条第１項に規定する訪問介護員等を

いう。以下同じ。）が、指定第１号訪

問事業（総合事業人員等基準第２条

第３号に規定する指定第１号訪問事

業をいう。以下同じ。）を行った場合

に、次に掲げる区分に応じ、それぞ

れ所定単位数を算定する。 



改   正   前 改   正   後 

イ 第１号訪問事業費(Ⅰ) 第１号

事業サービス計画等（総合事業人

員等基準第２条第９号に規定する

第１号事業サービス計画等をい

う。以下同じ。）において１週に１

回程度の指定第１号訪問事業が必

要とされた者  

 

ロ 第１号訪問事業費(Ⅱ) 第１号

事業サービス計画等において１週

に２回程度の指定第１号訪問事業

が必要とされた者  

 

ハ 第１号訪問事業費(Ⅲ) 第１号

事業サービス計画等においてロに

掲げる回数の程度を超える指定第

１号訪問事業が必要とされた者

（その要支援状態区分が要介護認

定等に係る介護認定審査会による

審査及び判定の基準等に関する省

令（平成１１年厚生省令第５８号）

第２条第１項第２号に掲げる区分

である者及び事業対象者（省令第

１４０条の６２の４第２号に規定

する厚生労働大臣が定める基準に

該当する第一号被保険者をいう。

以下同じ。）であってその者の状態

により市長が特に支援が必要であ

ると認めた者（以下「特定事業対

象者」という。）に限る。） 

   

 

注２ 生活援助従事者研修課程（省令第

２２条の２７第１項第２号に規定す

る者をいう。）の修了者が身体介護に

従事した場合は、当該月においてイ

からトまでを算定しない。 

注３～８ （略） 

 

ヘ 介護職員処遇改善加算 

   

 

⑴ 第１号訪問事業費(Ⅰ) 第１号

事業サービス計画等（総合事業人

員等基準第２条第９号に規定する

第１号事業サービス計画等をい

う。以下同じ。）において１週に１

回程度の指定第１号訪問事業が必

要とされた者に対して指定第１号

訪問事業を行った場合 

⑵ 第１号訪問事業費(Ⅱ) 第１号

事業サービス計画等において１週

に２回程度の指定第１号訪問事業

が必要とされた者に対して指定第

１号訪問事業を行った場合 

⑶ 第１号訪問事業費(Ⅲ) 第１号

事業サービス計画等においてロに

掲げる回数の程度を超える指定第

１号訪問事業が必要とされた者

（その要支援状態区分が要介護認

定等に係る介護認定審査会による

審査及び判定の基準等に関する省

令（平成１１年厚生省令第５８号）

第２条第１項第２号に掲げる区分

である者及び事業対象者（省令第

１４０条の６２の４第２号に規定

する厚生労働大臣が定める基準に

該当する第一号被保険者をいう。

以下同じ。）であってその者の状態

により市長が特に支援が必要であ

ると認めた者（以下「特定事業対

象者」という。）に限る。）に対し

て指定第１号訪問事業を行った場

合 

注２ 生活援助従事者研修課程（省令第

２２条の２３第２項に規定する研修

をいう。）の修了者が身体介護に従事

した場合は、当該月においてイから

トまでを算定しない。 

注３～８ （略） 

 

ヘ 介護職員処遇改善加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準（平成

２７年厚生労働省告示第９５号。）第



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴～⑸ （略） 

注１ ⑴については、次に掲げる基

準のいずれにも適合しているも

のとして市長に届け出た指定第

１号訪問事業所が、利用者に対

し、指定第１号訪問事業を行っ

た場合は、平成３３年３月３１

日までの間、所定単位数に加算

する。ただし、⑵から⑸までの

いずれかを算定している場合に

おいては、算定しない。 

  (ｲ) 介護職員の賃金（退職金を

除く。）の改善（以下「賃金改

善」という。）に要する費用の

見込額（賃金改善に伴う法定

福利費等の事業主負担の増加

分を含むことができる。以下

同じ。）が介護職員処遇改善加

算の算定見込額を上回る賃金

改善に関する計画を策定し、

当該計画に基づき適切な措置

を講じていること。 

(ﾛ) 指定第１号訪問事業所に

おいて、(ｲ)の賃金改善に関す

る計画、当該計画に係る実施

期間及び実施方法その他の介

護職員の処遇改善の計画等を

記載した介護職員処遇改善計

画書を作成し、全ての介護職

４号に適合している介護職員の賃金

の改善等を実施しているものとして

市長に届け出た指定第１号訪問事業

所が、利用者に対し、指定第１号訪

問事業を行った場合は、当該基準に

掲げる区分に従い、令和６年３月３

１日までの間は（⑷及び⑸について

は、令和４年３月３１日までの間）、

次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれ

かの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。 

⑴～⑸ （略） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

員に周知し、市長に届け出て

いること。 

(ﾊ) 介護職員処遇改善加算の

算定額に相当する賃金改善分

を実施すること。ただし、経

営の悪化等により事業の継続

が困難な場合、当該事業の継

続を図るために介護職員の賃

金水準（本加算による賃金改

善を除く。）を見直すことはや

むを得ないが、その内容につ

いて市長に届け出ること。 

(ﾆ) 当該指定第１号訪問事業

所において、事業年度ごとに

介護職員の処遇改善に関する

実績を市長に報告すること。 

(ﾎ) 算定日が属する月の前１

２月間において、労働基準法

（昭和２２年法律第４９号）、

労働者災害補償保険法（昭和

２２年法律第５０号）、最低賃

金法（昭和３４年法律第１３

７号）、労働安全衛生法（昭和

４７年法律第５７号）、雇用保

険法（昭和４９年法律第１１

６号）その他の労働に関する

法令に違反し、罰金以上の刑

に処せられていないこと。 

(ﾍ) 当該指定第１号訪問事業

所において、労働保険料（労

働保険の保険料の徴収等に関

する法律（昭和４４年法律第

８４号）第１０条第２項に規

定する労働保険料をいう。以

下同じ。）の納付が適正に行わ

れていること。 

(ﾄ) 次に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。 

(一) 介護職員の任用の際に

おける職責又は職務内容

等の要件（介護職員の賃

金に関するものを含む。）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

を定めていること。 

   (二) (一)の要件について書

面をもって作成し、全て

の介護職員に周知してい

ること。 

 (三) 介護職員の資質の向上

の支援に関する計画を策

定し、当該計画に係る研

修の実施又は研修の機会

を確保していること。 

   (四) (三)について、全ての

介護職員に周知している

こと。 

   (五) 介護職員の経験若しく

は資格等に応じて昇給す

る仕組み又は一定の基準

に基づき定期に昇給を判

定する仕組みを設けてい

ること。 

   (六) (五)について書面をも

って作成し、全ての介護

職員に周知しているこ

と。 

(ﾁ) 平成２７年４月から(ﾛ)の

届出の日の属する月の前月

までに実施した介護職員の

処遇改善の内容（賃金改善

に関するものを除く。）及び

当該介護職員の処遇改善に

要した費用を全ての職員に

周知していること。 

注２ ⑵については、注１(ｲ)から(ﾍ)

まで、(ﾄ)(一)から(四)まで及び

(ﾁ)に掲げる基準のいずれにも適

合しているものとして市長に届け

出た指定第１号訪問事業所が、利

用者に対し、指定第１号訪問事業

を行った場合は、平成３３年３月

３１日までの間、所定単位数に加

算する。ただし、⑴又は⑶から⑸

までのいずれかを算定している場

合においては、算定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

注３ ⑶については、次に掲げる基準

のいずれにも適合しているものと

して市長に届け出た指定第１号訪

問事業所が、利用者に対し、指定

第１号訪問事業を行った場合は、

平成３３年３月３１日までの間、

所定単位数に加算する。ただし、

⑴、⑵、⑷又は⑸までのいずれか

を算定している場合においては、

算定しない。 

 (ｲ) 注１(ｲ)から(ﾍ)までに掲げ

る基準に適合すること。 

 (ﾛ) 次に掲げる基準のいずれか

に適合すること。 

  (一) 次に掲げる要件の全てに

適合すること。 

   ａ 介護職員の任用の際にお

ける職責又は職務内容等の

要件（介護職員の賃金に関

するものを含む。）を定めて

いること。 

   ｂ ａの要件について書面を

もって作成し、全ての介護

職員に周知していること。 

  （二） 次に掲げる要件の全てに

適合すること。 

   ａ 介護職員の資質の向上の

支援に関する計画を策定

し、当該計画に係る研修の

実施又は研修の機会を確保

していること。 

   ｂ ａについて、全ての介護

職員に周知していること。 

 (ﾊ) 平成２０年１０月から注１

(ﾛ)の届出の日の属する月の

前月までに実施した介護職員

の処遇改善の内容（賃金改善

に関するものを除く。）及び当

該介護職員の処遇改善に要し

た費用を全ての職員に周知し

ていること。 

注４ ⑷については、注１(ｲ)から(ﾍ)

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



改   正   前 改   正   後 

までに掲げる基準のいずれにも適

合し、かつ、注３(ﾛ)又は(ﾊ)に掲

げる基準のいずれかに適合するも

のとして市長に届け出た指定第１

号訪問事業所が、利用者に対し、

指定第１号訪問事業を行った場合

は、別に市長が定める期日までの

間、所定単位数に加算する。ただ

し、⑴から⑶まで又は⑸のいずれ

かを算定している場合において

は、算定しない。 

注５ ⑸については、注１(ｲ)から(ﾍ)

までに掲げる基準のいずれにも適

合するものとして市長に届け出た

指定第１号訪問事業所が、利用者

に対し、指定第１号訪問事業を行

った場合は、別に厚生労働大臣が

定める期日までの間、所定単位数

に加算する。ただし、⑴から⑷ま

でのいずれかを算定している場合

においては、算定しない。 

ト 介護職員等特定処遇改善加算 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 介護職員 処遇改善加算（Ⅰ） イ

からホまでにより算定した単位数の

１０００分の６３に相当する単位数 

 

⑵ 介護職員 処遇改善加算（Ⅱ） イ

からホまでにより算定した単位数の

１０００分の４２に相当する単位数 

 

注１ ⑴については、次に掲げる基準

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 介護職員等特定処遇改善加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第４号

の２に適合している介護職員等の賃

金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た指定第１号訪問事

業所が、利用者に対し、指定第１号

訪問事業を行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、次に掲げる単

位数を所定単位数に加算する。ただ

し、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲

げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

イからホまでにより算定した単位数

の１０００分の６３に相当する単位

数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

イからホまでにより算定した単位数

の１０００分の４２に相当する単位

数 
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のいずれにも適合しているものとし

て市長に届け出た指定第１号訪問事

業所が、利用者に対し、指定第１号

訪問事業を行った場合は、所定単位

数に加算する。ただし、⑵を算定し

ている場合においては、算定しない。 

(ｲ) 介護職員その他の職員の賃金

改善について、次に掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、賃金改

善に要する費用の見込額が介護

職員等特定処遇改善加算の算定

見込額を上回る賃金改善に関す

る計画を策定し、当該計画に基づ

き適切な措置を講じていること。 

（一） 介護福祉士であって、経

験及び技能を有する介護職

員と認められる者（ 以下「経

験・技能のある介護職員」と

いう。） のうち１人は、賃金

改善に要する費用の見込額

が月額８万円以上又は賃金

改善後の賃金の見込額が年

額４４０万円以上であるこ

と。ただし、介護職員等特定

処遇改善加算の算定見込額

が少額であることその他の

理由により、当該賃金改善が

困難である場合はこの限り

でないこと。 

（二） 指定第１号訪問事業所に

おける経験・技能のある介護

職員の賃金改善に要する費

用の見込額の平均が、介護職

員（ 経験・技能のある介護

職員を除く。） の賃金改善に

要する費用の見込額の平均

の２倍以上であること。 

（三） 介護職員（ 経験・技能

のある介護職員を除く。） の

賃金改善に要する費用の見

込額の平均が、介護職員以外

の職員の賃金改善に要する
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費用の見込額の平均の２倍

以上であること。ただし、介

護職員以外の職員の平均賃

金額が介護職員（ 経験・技

能のある介護職員を除く。） 

の平均賃金額を上回らない

場合はその限りでないこと。 

（四） 介護職員以外の職員の賃

金改善後の賃金の見込額が

年額４４０万円を上回らな

いこと。 

(ﾛ) 当該指定第１号訪問事業所に

おいて、賃金改善に関する計画、

当該計画に係る実施期間及び実

施方法その他の当該事業所の職

員の処遇改善の計画等を記載し

た介護職員等特定処遇改善計画

書を作成し、全ての職員に周知

し、市長に届け出ていること。 

(ﾊ)  介護職員等特定処遇改善加算

の算定額に相当する賃金改善を

実施すること。ただし、経営の悪

化等により事業の継続が困難な

場合、当該事業の継続を図るため

に当該事業所の職員の賃金水準

（ 本加算による賃金改善分を除

く。） を見直すことはやむを得な

いが、その内容について市長に届

け出ること。 

(ﾆ)  当該指定第１号訪問事業所に

おいて、事業年度ごとに当該事業

所の職員の処遇改善に関する実

績を市長に報告すること。 

(ﾎ) 当該指定第１号訪問事業所

が、併設の指定訪問介護事業所に

おいて特定事業所加算（Ⅰ）又は

（Ⅱ）のいずれかを算定している

こと。 

(ﾍ) 第１号訪問事業支給費におけ

る介護職員処遇改善加算（Ⅰ）か

ら（Ⅲ）までのいずれかを算定し

ていること。 
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(ﾄ) 平成２０年１０月から(ﾛ)の

届出の日の属する月の前月まで

に実施した職員の処遇改善の内

容（賃金改善に関するものを除

く。(ﾁ)においても同じ。）及び当

該職員の処遇改善に要した費用

をすべての職員に周知している

こと。 

(ﾁ)  (ﾄ)の処遇改善の内容等につ

いて、インターネットの利用その

他の適切な方法により公表して

いること。 

  注２ ⑵については、注１(ｲ)から(ﾆ)

まで及び(ﾍ)から(ﾁ)までに掲げる基

準のいずれにも適合しているものと

して市長に届け出た指定第１号訪問

事業所が、利用者に対し、指定第１

号訪問事業を行った場合は、所定単

位数に加算する。ただし、⑴を算定

している場合においては、算定しな

い。 

２ 第１号通所事業費 

イ 介護予防通所型サービス事業費 

⑴ 要支援１・事業対象者 次に掲げ

る場合に応じ、次に定める単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において４

回までのサービスを行った場合 

３８０単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において５

回以上のサービスを行った場合 

１,６５５単位（１月につき） 

⑵ 要支援２・特定事業対象者 次に

掲げる場合に応じ、次に定める単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において８

回までのサービスを行った場合 

３９１単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において９

回以上のサービスを行った場合 

３,３９３単位（１月につき） 

注１ （略） 

注２ 指定介護予防通所型サービス事

業所の利用者の数又は看護職員若

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 第１号通所事業費 

イ 介護予防通所型サービス事業費 

⑴ 要支援１・事業対象者 次に掲げ

る場合に応じ、次に定める単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において４

回までのサービスを行った場合 

３８４単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において５

回以上のサービスを行った場合 

１,６７２単位（１月につき） 

⑵ 要支援２・特定事業対象者 次に

掲げる場合に応じ、次に定める単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において８

回までのサービスを行った場合 

３９５単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において９

回以上のサービスを行った場合 

３,４２８単位（１月につき） 

注１ （略） 

注２ 指定介護予防通所型サービス事

業所の利用者の数又は看護職員若
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しくは介護職員の員数が次のいず

れかに該当する場合は、所定単位

数に１００分の７０を乗じて得た

単位数を用いて、この基準の例に

より算定する。 

  (ｲ) 指定介護予防通所型サービ

ス事業の月平均の利用者の数

（指定介護予防通所型サービ

ス事業者が指定通所介護事業

者（指定居宅サービス等の事業

の人員、設備及び運営に関する

基準（平成１１年厚生省令第３

７号。以下「指定居宅サービス

等基準」という。）第９３条第

１項に規定する指定通所介護

事業者をいう。以下同じ。）又

は指定地域密着型通所介護事

業者（市川市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び

運営に関する基準等を定める

条例（平成２４年条例第３８

号）第２条第２項に規定する指

定地域密着型通所介護事業者

をいう。）の指定を併せて受け、

かつ、指定介護予防通所型サー

ビス事業及び指定通所介護 

の事業が同一の事業所におい

て一体的に運営されている場

合にあっては、指定介護予防通

所型サービス事業の利用者の

数及び指定通所介護 の利用

者の数の合計数）が総合事業人

員等基準第４９条の規定に基

づき市長に提出した運営規程

に定められている利用定員を

超える場合。 

 

  (ﾛ) 指定介護予防通所型サービ

ス事業所の看護職員又は介護

職員の員数が総合事業人員等

基準第４５条に定める員数を

置いていない場合。 

しくは介護職員の員数が次のいず

れかに該当する場合は、所定単位

数に１００分の７０を乗じて得た

単位数を用いて、この基準の例に

より算定する。 

⑴ 指定介護予防通所型サービス

事業の月平均の利用者の数（指

定介護予防通所型サービス事業

者が指定通所介護事業者（指定

居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号。以

下「指定居宅サービス等基準」

という。）第９３条第１項に規定

する指定通所介護事業者をい

う。以下同じ。）又は指定地域密

着型通所介護事業者（市川市指

定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例（平成２４年

条例第３８号）第２条第２項に

規定する指定地域密着型通所介

護事業者をいう。）の指定を併せ

て受け、かつ、指定介護予防通

所型サービス及び指定通所介護

の事業又は指定介護予防通所型

サービス及び指定地域密着型通

所介護の事業が同一の事業所に

おいて一体的に運営されている

場合にあっては、指定介護予防

通所型サービス事業の利用者の

数及び指定通所介護又は指定地

域密着型通所介護の利用者の数

の合計数）が総合事業人員等基

準第４９条の規定に基づき市長

に提出した運営規程に定められ

ている利用定員を超える場合。 

⑵ 指定介護予防通所型サービス

事業所の看護職員又は介護職員

の員数が総合事業人員等基準第

４５条に定める員数を置いてい

ない場合。 
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注３ 指定介護予防通所型サービス事

業従業者（総合事業人員等基準第

４５条第１項に規定する指定介護

予防通所型サービス事業従業者を

いう。以下同じ。）が、厚生労働大

臣が定める中山間地域等の地域第

２号に規定する地域に居住してい

る利用者に対して、通常の事業の

実施地域（総合事業人員等基準第

４９条第６号に規定する通常の事

業の実施地域をいう。）を越えて、

指定第１号通所事業（総合事業人

員等基準第２条第４号に規定する

指定第１号通所事業をいう。以下

同じ）を行った場合は、１月につ

き所定単位数の１００分の５に相

当する単位数を所定単位数に加算

する。 

注４ 厚生労働大臣が定める基準第１

８号に適合しているものとして市

長に届け出た指定介護予防通所型

サービス事業所において、若年性

認知症利用者（介護保険法施行令

（平成１０年政令第４１２号）第

２条第６号に規定する初老期にお

ける認知症によって要支援者とな

った者をいう。）に対して指定介護

予防通所型サービス事業を行った

場合は、若年性認知症利用者受入

加算として、１月につき ２４０単

位を所定単位数に加算する。 

注５・６ （略） 

注７ 指定介護予防通所型サービス事

業所と同一建物に居住する者又は

指定介護予防通所型サービス事業

所と同一建物から当該指定介護予

防通所型サービス事業所に通う者

に対し、指定介護予防通所型サー

ビス事業を行った場合は、１月に

つき次の単位を所定単位数から減

算する。ただし、傷病により一時

的に送迎が必要であると認められ

注３ 指定介護予防通所型サービス事

業従業者（総合事業人員等基準第

４５条第１項に規定する指定介護

予防通所型サービス事業従業者を

いう。以下同じ。）が、厚生労働大

臣が定める中山間地域等の地域第

２号に規定する地域に居住してい

る利用者に対して、通常の事業の

実施地域（総合事業人員等基準第

４９条第６号に規定する通常の事

業の実施地域をいう。）を越えて、

指定介護予防通所型サービス事業

を行った場合は、１月につき所定

単位数の１００分の５に相当する

単位数を所定単位数に加算する。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注４・５ （略） 

注６ 指定介護予防通所型サービス事

業所と同一建物に居住する者又は

指定介護予防通所型サービス事業

所と同一建物から当該指定介護予

防通所型サービス事業所に通う者

に対し、指定介護予防通所型サー

ビス事業を行った場合は、１月に

つき次の単位を所定単位数から減

算する。ただし、傷病により一時

的に送迎が必要であると認められ
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る利用者その他やむを得ない事情

により送迎が必要であると認めら

れる利用者に対して送迎を行った

場合は、この限りでない。 

イ 要支援１・事業対象者 ３７

６単位 

ロ 要支援２・特定事業対象者 

７５２単位ロ 生活機能向上グ

ループ活動加算 １００単位 

ロ 生活機能向上グループ活動加算 １

００単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出

て、利用者の生活機能の向上を目的

として共通の課題を有する複数の利

用者からなるグループに対して実施

される日常生活上の支援のための活

動（以下「生活機能向上グループ活

動サービス」という。）を行った場合

は、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、同月中に利用者に対し、

運動器機能向上加算、栄養改善加算、

口腔
く う

機能向上加算又は選択的サービ

ス複数実施加算のいずれかを算定し

ている場合は、加算しない。 

イ 生活相談員、看護職員、介護職

員、機能訓練指導員 その他指定

介護予防通所型サービス事業所の

指定介護予防通所型サービス事業

従業者が共同して、利用者ごとに

生活機能の向上の目標を設定した

指定介護予防通所型サービス計画

（総合事業人員等基準第５４条第

２項第１号に規定する指定介護予

防通所型サービス計画をいう。以

下同じ。）を作成していること。 

 

 

 

 

 

る利用者その他やむを得ない事情

により送迎が必要であると認めら

れる利用者に対して送迎を行った

場合は、この限りでない。 

⑴ 要支援１・事業対象者 ３７

６単位 

⑵ 要支援２・特定事業対象者 

７５２単位ロ 生活機能向上グ

ループ活動加算 １００単位 

ロ 生活機能向上グループ活動加算 １

００単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出

て、利用者の生活機能の向上を目的

として共通の課題を有する複数の利

用者からなるグループに対して実施

される日常生活上の支援のための活

動（以下「生活機能向上グループ活

動サービス」という。）を行った場合

は、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、同月中に利用者に対し、

運動器機能向上加算、栄養改善加算、

口腔
く う

機能向上加算又は選択的サービ

ス複数実施加算のいずれかを算定し

ている場合は、加算しない。 

⑴ 生活相談員、看護職員、介護職

員、機能訓練指導員（理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、柔道整復師又はあん摩マッサ

ージ指圧師の資格を有する機能訓

練指導員を配置した事業所で６月

以上勤務し、機能訓練指導に従事

した経験を有するはり師又はきゅ

う師を含む。）その他指定介護予防

通所型サービス事業所の指定介護

予防通所型サービス事業従業者が

共同して、利用者ごとに生活機能

の向上の目標を設定した指定介護

予防通所型サービス計画（総合事

業人員等基準第５４条第２項第１

号に規定する指定介護予防通所型
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ロ～ハ（略） 

ハ 生活機能向上連携加算 ２００単位 

 注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出た

指定第１号通所事業所において、外

部との連携により、利用者の身体の

状況等の評価を行い、かつ、個別機

能訓練計画を作成した場合は、１月

につき所定単位数を加算する。ただ

し、運動器機能向上加算を算定して

いる場合は、１月につき １００単

位を所定単位数に加算する。 

  イ 指定介護予防訪問リハビリテー

ション事業所、指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所又はリハ

ビリテーションを実施している医

療提供施設の理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士又は医師が、当該指

定第１号通所事業所を訪問し、当該

事業所の機能訓練指導員、看護職

員、介護職員、生活指導員その他の

職種の者（以下「機能訓練指導員等」

という。）と共同してアセスメント

（利用者の心身の状況を勘案し、自

立した日常生活を営むことができ

るように支援する上で解決すべき

課題を把握することをいう。）、利用

者の身体の状況等の評価及び個別

機能訓練計画の作成を行っている

こと。 

  ロ 個別機能訓練計画に基づき、利

用者の身体機能又は生活機能向上

を目的とする機能訓練の項目を準

備し、機能訓練指導員等が、利用

者の心身の状況に応じた機能訓練

を適切に提供していること。 

  ハ 機能訓練指導員等が理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士、又

は医師と連携し、個別機能訓練計

画の進捗状況等を３月ごとに１回

サービス計画をいう。以下同じ。）

を作成していること。 

⑵～⑸ （略） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

以上評価し、利用者又はその家族

に対して機能訓練の内容と個別機

能訓練計画の進捗状況等を説明

し、必要に応じて訓練内容の見直

し等を行っていること。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 若年性認知症利用者受入加算 ２４

０単位 

 注 受け入れた若年性認知症利用者

（介護保険法施行令（平成１０年政令

第４１２号）第２条第６号に規定する

初老期における認知症によって要支援

者となったものをいう。以下この注に

おいて同じ。）ごとに個別の担当者を定

めているものとして市長に届け出た指

定介護予防通所型サービス事業所にお

いて、若年性認知症利用者に対して指

定介護予防通所型サービスを行った場

合は、１月につき所定単位数を加算す

る。 

ホ 栄養アセスメント加算 ５０単位 

 注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出た

指定介護予防通所型サービス事業所

において、利用者に対して、管理栄

養士が介護職員等と共同して栄養ア

セスメント（利用者ごとの低栄養リ

スク及び解決すべき課題を把握する

ことをいう。以下この注において同

じ。）を行った場合は、１月につき所

定単位数を加算する。ただし、当該

利用者が栄養改善加算又は選択的サ

ービス複数実施加算の算定に係る栄

養改善サービスを受ける間及び当該

栄養改善サービスが終了した日の属

する月は、算定しない。 

  ⑴ 当該事業所の従業者として又は

外部との連携により管理栄養士を

１名以上配置していること。 

  ⑵ 利用者ごとに、管理栄養士、看

護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者（ヘの注において「管



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホ 栄養改善加算 １５０単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそ

のおそれのある利用者に対して、当

該利用者の低栄養状態の改善等を目

的として、個別的に実施される栄養

食事相談等の栄養管理であって、利

用者の心身の状態の維持又は向上に

資すると認められるもの（以下この

注及びヘにおいて「栄養改善サービ

ス」という。）を行った場合は、１月

につき所定単位数を加算する。 

イ （略） 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時

に把握し、管理栄養士、看護職員、

介護職員、生活相談員その他の職

種の者（以下この注において「管

理栄養士等」という。）が共同して、

利用者ごとの摂食・嚥下機能及び

食形態にも配慮した栄養ケア計画

を作成していること。 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従

い 管理栄養士等が栄養改善サー

ビスを行っているとともに、利用

者の栄養状態を定期的に記録して

いること。 

 

ニ～ホ （略） 

理栄養士等」という。）が共同して栄

養アセスメントを実施し、当該利用

者又はその家族に対してその結果を

説明し、相談等に必要に応じ対応す

ること。 

  ⑶ 利用者ごとの栄養状態等の情報

を厚生労働省に提出し、栄養管理の

実施に当たって、当該情報その他栄

養管理の適切かつ有効な実施のため

に必要な情報を活用していること。 

  ⑷ ２イの注２に該当する指定介護

予防通所型サービス事業所でないこ

と。 

ヘ 栄養改善加算 ２００単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそ

のおそれのある利用者に対して、当

該利用者の低栄養状態の改善等を目

的として、個別的に実施される栄養

食事相談等の栄養管理であって、利

用者の心身の状態の維持又は向上に

資すると認められるもの（以下この

注及びチにおいて「栄養改善サービ

ス」という。）を行った場合は、１月

につき所定単位数を加算する。 

⑴ （略） 

⑵ 利用者の栄養状態を利用開始時

に把握し、管理栄養士等が共同し

て、利用者ごとの摂食・嚥
え ん

下機能

及び食形態にも配慮した栄養ケア

計画を作成していること。 

 

 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従

い、必要に応じて当該利用者の居

宅を訪問し、管理栄養士等が栄養

改善サービスを行っているととも

に、利用者の栄養状態を定期的に

記録していること。 

ニ～ホ （略） 



改   正   前 改   正   後 

へ 栄養スクリーニング加算 ５単位 

注 ２イの注２に該当しない指定介護

予防通所型サービス事業所の従業者

が、利用開始時及び利用中６月ごと

に利用者の栄養状態について確認を

行い、当該利用者の栄養状態に関す

る情報（当該利用者が低栄養状態の

場合にあっては、低栄養状態の改善

に必要な情報を含む。）を当該利用者

を担当する介護支援専門員に提供し

た場合に、１回につき所定単位数を

加算する。ただし、当該利用者につ

いて、当該事業所以外で既に栄養ス

クリーニング加算を算定している場

合にあっては算定せず、当該利用者

が栄養改善加算の算定に係る栄養改

善サービスを受けている間及び当該

栄養改善サービスが終了した日の属

する月は、算定しない。 

 

ト 口腔機能向上加算 １５０単位 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出

て、口腔機能が低下している利用者

又はそのおそれのある利用者に対し

て、当該利用者の口腔機能の向上を

目的として、個別的に実施される口

腔清掃の指導若しくは実施又は摂

食・嚥下機能に関する訓練の指導若

しくは実施であって、利用者の心身

の状態の維持又は向上に資すると認

められるもの（以下この注及びヘに

おいて「口腔機能向上サービス」と

いう。）を行った場合は、 １月につ

き 所定単位数を加算する。  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 口腔
く う

機能向上加算   

注 厚生労働大臣が定める基準第２０

号又は第５１号の７に適合している

ものとして市長に届け出て、口腔機

能が低下している利用者又はそのお

それのある利用者に対して、当該利

用者の口腔機能の向上を目的とし

て、個別的に実施される口腔清掃の

指導若しくは実施又は摂食・嚥下機

能に関する訓練の指導若しくは実施

であって、利用者の心身の状態の維

持又は向上に資すると認められるも

の（以下この注及びチにおいて「口

腔機能向上サービス」という。）を行

った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、１月につき次に掲げる単位

数を所定単位数を加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定し

ている場合においては、次に掲げる

その他の加算は算定しない。 

⑴ 口腔機能向上加算（Ⅰ） １５

０単位 



改   正   前 改   正   後 

  

 

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看

護職員を１名以上配置しているこ

と。 

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時

に把握し、言語聴覚士、歯科衛生

士、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者が共同し

て、利用者ごとの口腔機能改善管

理指導計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理

指導計画に従い言語聴覚士、歯科

衛生士又は看護職員が口腔機能向

上サービスを行っているととも

に、利用者の口腔機能を定期的に

記録していること。 

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理

指導計画の進捗状況を定期的に評

価していること。 

ホ ２イの注２に該当する指定介護

予防通所型サービス事業所でない

こと。 

チ 選択的サービス複数実施加算 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）   

  

４８０単位 

⑵ 口腔機能向上加算（Ⅱ） １６

０単位 

   

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   

 

 

   

 

 

チ 選択的サービス複数実施加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第１０

９号に適合しているものとして市長

に届け出た指定介護予防通所型サー

ビス事業所が、利用者に対し、運動

機能向上サービス、栄養改善サービ

ス又は口腔機能向上サービスのうち

複数のサービスを実施した場合に、

１月につき次に掲げる単位数を所定

単位数に加算する。ただし、運動器

機能向上加算、栄養改善加算又は口

腔機能向上加算を算定している場合

は、次に掲げる加算は算定しない。

また、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

⑴ 選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 

４８０単位 

    



改   正   前 改   正   後 

⑵ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）   

  

７００単位 

注１ ⑴については、次に掲げる基準の

いずれにも適合しているものとし

て市長に届け出た指定介護予防通

所型サービス事業所が、利用者に対

し 運動器機能向上サービス、栄養

改善サービス又は口腔機能向上サ

ービス（以下「選択的サービス」と

いう。）のうち複数のサービスを実

施した場合に、１月につき所定単位

数を加算する。ただし、運動器機能

向上加算、栄養改善加算又は口腔機

能向上加算を算定している場合又

は⑵の加算を算定している場合に

おいては、算定しない。 

(ｲ) ２二の注、２ホの注又は２ト

の注に掲げる基準に適合してい

るものとして、市長に届け出て選

択的サービスのうち、２種類のサ

ービスを実施していること。(ｲ) 

２ハの注、２二の注若しくは２ホ

の注に掲げる基準に適合してい

るものとして、市長に届け出て運

動機能向上サービス、栄養改善サ

ービス又は口腔機能向上サービ

ス（以下「選択的サービス」とい

う。）のうち、２種類のサービス

を実施していること。 

(ﾛ) 利用者が指定介護予防通所型

サービス事業の提供を受けた日

において、当該利用者に対し、選

択的サービスを行っていること。 

(ﾊ) 利用者に対し、選択的サービス

のうちいずれかを１月につき２

回以上行っていること。 

注２ ⑵については、次に掲げる基準の

いずれにも適合しているものとし

て市長に届け出た指定介護予防通

所型サービス事業所が、利用者に対

し、選択的サービスのうち複数のサ

⑵ 選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 

７００単位 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

ービスを実施した場合に、１月につ

き所定単位数に加算する。ただし、

運動器機能向上加算、栄養改善加算

又は口腔機能向上加算を算定して

いる場合又は⑴の加算を算定して

いる場合においては、算定しない。 

(ｲ) 利用者に対し、選択的サービス

のうち３種類のサービスを実施

していること。 

(ﾛ) 注１(ﾛ)及び(ﾊ)の基準に適合

すること。 

リ 事業所評価加算 １２０単位 

注 厚生労働大臣が定める基準第１１

０号に適合しているものとして市長

に届け出た指定介護予防通所型サー

ビス事業所において、評価対象期間

（算定する年度の初日に属する年の

前年の１月から１２月までの期間

（２二の注、２ホの注又は２トの注

に掲げる基準に適合しているものと

して市長に届け出た年においては、

届出の日から同年１２月までの期間

をいう。以下同じ。）の満了日の属す

る年度の次の年度内に限り１月につ

き所定単位数を加算する。 

 (ｲ) ２イの注２に該当する指定介護

予防通所型サービス事業所でない

ものとして届け出て選択的サービ

スを行っていること。 

 (ﾛ) 評価対象期間における指定介

護予防通所型サービス事業所の

利用実人員数が１０名以上であ

ること。 

 (ﾊ) 評価対象期間における当該指

定介護予防通所型サービス事業

所の提供する選択的サービスの

利用実人員数を当該指定介護予

防通所型サービス事業所の利用

実人員数で除して得た数が０.６

以上であること。 

 (ﾆ) (二)の規定により算定した数

を(一)に規定する数で除して得

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リ 事業所評価加算 １２０単位 

注 厚生労働大臣が定める基準第１１

０号に適合しているものとして市長

に届け出た指定介護予防通所型サー

ビス事業所において、評価対象期間

（算定する年度の初日の属する年の

前年の１月から１２月までの期間

（２ハの注、２ヘの注又は２トの注

に掲げる基準に適合しているものと

して市長に届け出た年においては、

届出の日から同年１２月までの期間

をいう。以下同じ。）の満了日の属す

る年度の次の年度内に限り１月につ

き所定単位数を加算する。 

   

 

 

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   

 



改   正   前 改   正   後 

た数が０.７以上であること。 

  (一) 評価対象期間において、当

該指定介護予防通所型サービ

ス事業所の提供する選択的サ

ービスを３月間以上利用し、

かつ、当該サービスを利用し

た後、法第３３条第２項に基

づく要支援更新認定、法第３

３条の２第１項に基づく要支

援状態区分の変更の認定（以

下「要支援更新認定等」とい

う。）を受けた者の数 

  (二) 選択的サービスを利用し

た後、評価対象期間に行われる

要支援更新認定等において、当

該要支援更新認定等の前の要支

援状態区分と比較して、要支援

状態区分に変更がなかった者

（地域包括支援センターが第１

号事業サービス計画等に定める

目標に照らし、当該指定介護予

防通所型サービス事業者による

サービスの提供が終了したと認

める者に限る。）の数に、要支援

更新認定等の前の要支援状態区

分が要支援２の者であって、要

支援更新認定等により要支援１

と判定されたもの又は要支援更

新認定等の前の要支援状態区分

が要支援１の者であって、要支

援更新認定等により非該当と判

定されたものの人数及び要支援

更新認定等の前の要支援状態区

分が要支援２の者であって、要

支援更新認定等において非該当

と判定されたものの人数の合計

数に２を乗じて得た数を加えた

もの 

ヌ サービス提供体制強化加算 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヌ サービス提供体制強化加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第２

３号又は第５１号の８に適合して

いるものとして市長へ届け出た指



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 

(一) 要支援１・事業対象者 ７

２単位 

(二) 要支援２・特定事業対象者 

１４４単位 

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 

(一) 要支援１ ４８単位 

 

(二) 要支援２・特定事業対象者 

９６単位 

⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

(一) 要支援１・事業対象者 ２

４単位 

(二) 要支援２・特定事業対象者 

４８単位 

注１ ⑴については、次に掲げる基準

のいずれにも適合しているものと

して、市長に届け出た指定介護予

防通所型サービス事業所が、利用

者に対し、指定介護予防通所型サ

ービス事業を行った場合は、所定

単位数を加算する。ただし、⑵又

は⑶のいずれかを算定している場

合においては、算定しない。 

(ｲ) 指定介護予防通所型サービ

ス事業所の介護職員の総数の

うち、介護福祉士の占める割合

が１００分の５０以上である

こと。 

(ﾛ) ２イの注２に該当する指定

介護予防通所型サービス事業

所でないこと。 

注２ ⑵については、次に掲げる基準

定介護予防通所型サービス事業所

が利用者に対し指定介護予防通所

型サービスを行った場合は、当該基

準に掲げる区分に従い、利用者の区

分に応じて１月に次ぎに掲げる所

定単位数を加算する。ただし、次に

掲げるいずれかの加算を算定して

いる場合においては、次に掲げるそ

の他の加算は算定しない。 

⑴ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)  

 ㈠  要 支 援 １ ・ 事 業 対 象 者    

８８単位 

 ㈡ 要支援２・特定事業対象者 １

７６単位 

⑵ サービス提供体制強化加算(Ⅱ)  

 ㈠  要 支 援 １ ・ 事 業 対 象 者    

７２単位 

 ㈡ 要支援２・特定事業対象者 １

４４単位 

⑶ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

 ㈠  要 支 援 １ ・ 事 業 対 象 者    

２４単位 

 ㈡  要支援２・特定事業対象者  

４８単位 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



改   正   前 改   正   後 

のいずれにも適合しているものと

して、市長に届け出た指定介護予

防通所型サービス事業所が、利用

者に対し、指定介護予防通所型サ

ービス事業を行った場合は、所定

単位数を加算する。ただし、⑴又

は⑶のいずれかを算定している場

合においては、算定しない。 

(ｲ) 指定介護予防通所型サービ

ス事業所の介護職員の総数の

うち、介護福祉士の占める割合

が１００分の４０以上である

こと。 

(ﾛ) ２イの注２に該当する指定

介護予防通所型サービス事業

所でないこと。 

注３ ⑶については、次に掲げる基準

のいずれにも適合しているものと

して、市長に届け出た指定介護予

防通所型サービス事業所が、利用

者に対し、指定介護予防通所型サ

ービス事業を行った場合は、所定

単位数を加算する。ただし、⑴又

は⑵のいずれかを算定している場

合においては、算定しない。 

(ｲ) 指定介護予防通所型サービ

ス事業所の介護職員の総数の

うち、介護福祉士の占める割合

が１００分の３０以上である

こと。 

(ﾛ) ２イの注２に該当する指定

介護予防通所型サービス事業

所でないこと。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル 生活機能向上連携加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第１５

号の２に適合しているものとして市

長に届け出た指定介護予防通所型サ

ービス事業所において、外部との連

携により、利用者の身体の状況等の

評価を行い、かつ、個別機能訓練計

画を作成した場合には、当該基準に

掲げる区分に従い、⑴については、



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

利用者の急性増悪等により当該個別

機能訓練計画を見直した場合を除き

３月に１回を限度として、１月につ

き、⑵については１月につき、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定

しない。また、運動器機能向上加算

を算定している場合、イは算定せず、

ロは１月に１００単位を所定単位数

に加算する。 

  ⑴ 生活機能向上連携加算（Ⅰ） １

００単位 

  ⑵ 生活機能向上連携加算（Ⅱ） ２

００単位 

ヲ 口腔・栄養スクリーニング加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第１９

号の２又は第５１号の６に適合する

指定介護予防通所型サービス事業所

の従業者が、利用開始時及び利用中

６月ごとに利用者の口腔の健康状態

のスクリーニング又は栄養状態のス

クリーニングを行った場合に、次に

掲げる区分に応じ、１回につき次に

掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

  ⑴ 口腔・栄養スクリーニング加算

（Ⅰ）  ２０単位 

  ⑵ 口腔・栄養スクリーニング加算

（Ⅱ）   ５単位 

ワ 科学的介護推進体制加算 ４０単位 

 注 次に掲げるいずれの基準にも適合

しているものとして市長に届け出た

指定介護予防通所型サービス事業所

が、利用者に対し指定介護予防通所

型サービスを行った場合は、１月に

つき所定単位数を加算する。 

  ⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬ



改   正   前 改   正   後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル 介護職員処遇改善加算 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イ

からヌまでにより算定した単位数

の１０００分の５９に相当する単

位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イ

からヌまでにより算定した単位数

の１０００分の４３に相当する単

位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イ

からヌまでにより算定した単位数

の１０００分の２３に相当する単

位数 

の評価に基づき測定した値をい

う。）、栄養状態、口腔機能、認知

症（法第５条の２第１項に規定す

る認知所をいう。）の状況その他の

利用者の心身の状況等に係る基本

的な情報を、厚生労働省に提出し

ていること。 

  ⑵ 必要に応じて指定介護予防通所

型サービス計画を見直すなど、指

定介護予防通所型サービスの提供

に当たって、イに規定する情報そ

の他指定介護予防通所型サービス

を適切かつ有効に提供するために

必要な情報を活用していること。 

カ 介護職員処遇改善加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第２４

号又は第５１号の９に適合している

介護職員の賃金の改善等を実施して

いるものとして市長に届け出た指定

介護予防通所型サービス事業所が、

利用者に対し、指定介護予防通所型

サービスを行った場合は、当該基準

に掲げる区分に従い、令和６年３月

３１日までの間（⑷及び⑸について

は、令和４年３月３１日までの間）、

次に掲げる単位数を所定単位数に加

算する。ただし、次に掲げるいずれ

かの加算を算定している場合におい

ては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。 

⑴ 介護職員処遇改善加算（Ⅰ） イ

からワまでにより算定した単位数

の１０００分の５９に相当する単

位数 

⑵ 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) イ

からワまでにより算定した単位数

の１０００分の４３に相当する単

位数 

⑶ 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) イ

からワまでにより算定した単位数

の１０００分の２３に相当する単

位数 



改   正   前 改   正   後 

⑷ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) ⑶

により算定した単位数の１００分

の９０に相当する単位数 

⑸ 介護職員処遇改善加算(Ⅴ) ⑶

により算定した単位数の１００分

の８０に相当する単位数 

注 ⑴から⑸までのいずれかを算定

する場合においては、１への注１

から注５までの規定を準用する。 

ヲ 介護職員等特定処遇改善加算 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 介護職員 処遇改善加算(Ⅰ) イ

からヌまでにより算定した単位数の

１０００分の１２に相当する単位数 

 

⑵ 介護職員 処遇改善加算(Ⅱ) イ

からヌまでにより算定した単位数の

１０００分の１０に相当する単位数 

 

注１ ⑴については、次に掲げる基準

のいずれにも適合しているものとし

て市長に届け出た指定第１号通所事

業所が、利用者に対し、指定第１号

通所事業を行った場合は、所定単位

数に加算する。ただし、⑵を算定し

ている場合においては、算定しない。 

(ｲ) 介護職員その他の職員の賃金

改善について、次に掲げる基準の

いずれにも適合し、かつ、賃金改

善に要する費用の見込額が介護

⑷ 介護職員処遇改善加算(Ⅳ) ⑶

により算定した単位数の１００分

の９０に相当する単位数 

⑸ 介護職員処遇改善加算(Ⅴ) ⑶

により算定した単位数の１００分

の８０に相当する単位数 

  

 

 

ヨ 介護職員等特定処遇改善加算 

 注 厚生労働大臣が定める基準第２４

号の２又は第５１号の１０に適合し

ている介護職員等の賃金の改善等を

実施しているものとして市長に届け

出た指定介護予防通所型サービス事

業所が、利用者に対し、指定介護予

防通所型サービスを行った場合は、

当該基準に掲げる区分に従い、次に

掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定

しない。 

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅰ) イからワまでにより算定し

た単位数の１０００分の１２に相

当する単位数 

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅱ) イからワまでにより算定し

た単位数の１０００分の１０に相

当する単位数 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

職員等特定処遇改善加算の算定

見込額を上回る賃金改善に関す

る計画を策定し、当該計画に基づ

き適切な措置を講じていること。 

（一） 経験・技能のある介護職

員のうち１人は、賃金改善に

要する費用の見込額が月額

８万円以上又は賃金改善後

の賃金の見込額が年額４４

０万円以上であること。ただ

し、介護職員等特定処遇改善

加算の算定見込額が少額で

あることその他の理由によ

り、当該賃金改善が困難であ

る場合はこの限りでないこ

と。 

（二） 指定第１号通所事業所に

おける経験・技能のある介護

職員の賃金改善に要する費

用の見込額の平均が、介護職

員（ 経験・技能のある介護

職員を除く。） の賃金改善に

要する費用の見込額の平均

の２倍以上であること。 

（三） 介護職員（ 経験・技能

のある介護職員を除く。） の

賃金改善に要する費用の見

込額の平均が、介護職員以外

の職員の賃金改善に要する

費用の見込額の平均の２倍

以上であること。ただし、介

護職員以外の職員の平均賃

金額が介護職員（ 経験・技

能のある介護職員を除く。） 

の平均賃金額を上回らない

場合はその限りでないこと。 

（四） 介護職員以外の職員の賃

金改善後の賃金の見込額が

年額４４０万円を上回らな

いこと。 

(ﾛ) 当該指定第１号通所事業所に

おいて、賃金改善に関する計画、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改   正   前 改   正   後 

当該計画に係る実施期間及び実

施方法その他の当該事業所の職

員の処遇改善の計画等を記載し

た介護職員等特定処遇改善計画

書を作成し、全ての職員に周知

し、市長に届け出ていること。 

(ﾊ)  介護職員等特定処遇改善加算

の算定額に相当する賃金改善を

実施すること。ただし、経営の悪

化等により事業の継続が困難な

場合、当該事業の継続を図るため

に当該事業所の職員の賃金水準

（ 本加算による賃金改善分を除

く。） を見直すことはやむを得な

いが、その内容について市長に届

け出ること。 

(ﾆ)  当該指定第１号通所事業所に

おいて、事業年度ごとに当該事業

所の職員の処遇改善に関する実

績を市長に報告すること。 

(ﾎ) 第１号通所事業支給費におけ

るサービス提供体制強化加算

（Ⅰ）イを算定していること。 

(ﾍ) 第１号通所事業支給費におけ

る介護職員処遇改善加算（Ⅰ）か

ら（Ⅲ）までのいずれかを算定し

ていること。 

(ﾄ) 平成２０年１０月から(ﾛ)の

届出の日の属する月の前月まで

に実施した職員の処遇改善の内

容（賃金改善に関するものを除

く。(ﾁ)においても同じ。）及び当

該職員の処遇改善に要した費用

をすべての職員に周知している

こと。 

(ﾁ)  (ﾄ)の処遇改善の内容等につ

いて、インターネットの利用その

他の適切な方法により公表して

いること。 

  注２ ⑵については、注２(ｲ)から(ﾆ)

まで及び(ﾍ)から(ﾁ)までに掲げる基

準のいずれにも適合しているものと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 



改   正   前 改   正   後 

して市長に届け出た指定第１号通所

事業所が、利用者に対し、指定第１

号通所事業を行った場合は、所定単

位数に加算する。ただし、⑴を算定

している場合においては、算定しな

い。 

ワ 基準緩和通所型サービス事業費 

⑴ 要支援１・事業対象者 次に掲げ

る場合に応じ、次に掲げる単位  

(ｲ) 月の初日から１月間において４

回までのサービスを行った場合 

３０５単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において５

回以上のサービスを行った場合 

１,３２１単位（１月につき） 

⑵ 要支援２・特定事業対象者 次に

掲げる場合に応じ、次に掲げる単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において８

回までのサービスを行った場合 

３１４単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において

９回以上のサービスを行った場

合 

２,７２１単位（１月につき） 

注１～３ （略） 

 

 

 

 

 

 

タ 基準緩和通所型サービス事業費 

⑴ 要支援１・事業対象者 次に掲げ

る場合に応じ、次に掲げる単位  

(ｲ) 月の初日から１月間において４

回までのサービスを行った場合 

３１３単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において５

回以上のサービスを行った場合 

１,３５６単位（１月につき） 

⑵ 要支援２・特定事業対象者 次に

掲げる場合に応じ、次に掲げる単位 

(ｲ) 月の初日から１月間において８

回までのサービスを行った場合 

３２２単位（１回につき） 

(ﾛ) 月の初日から１月間において

９回以上のサービスを行った場

合 

２,７９０単位（１月につき） 

注１～３ （略） 

 

附 則  

（施行期日）  

１ この基準は、令和３年４月１日から施行する。  

（基本報酬に係る経過措置）  

２ 令和３年４月１日から同年９月３０日までの間、改正後の別表第１項イか

らハまで及び第２項イに規定する単位数は、それぞれの単位数に１，０００

分の１，００１を乗じて得た値とする。


